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原子力委員会 

長計についてご意見を聴く会（第１９回） 

議事録 

 

１．日  時  平成１７年１月２０日（木）１４：００～１６：２０ 

 

２．場  所  原子力安全委員会第１、２会議室 

       千代田区霞が関３－８－１ 虎ノ門三井ビル２階 

 

３．出席者 

ベルナール・タンチュリエ氏（フランス電力株式会社＊（ＥＤＦ）会長付顧問） 

＊：２００４年１１月政令により、公社から株式会社へ変更 

原子力委員会 

（原子力委員）近藤委員長、齋藤委員長代理、町委員、木元委員、前田委員 

（新計画策定会議）井川委員、中西委員 

内閣府 

後藤企画官、森本企画官、犬塚補佐 

 

４．議  題 

    （１）Nuclear Energy in France Achievement Main Prospects and Challenges 

    （２）その他 

 

５．配布資料 

  長聴第１９－１号 Nuclear Energy in France Achievement Main Prospects and Chal

lenges 
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６．議事概要 

（後藤企画官） 定刻となりましたので、第１９回のご意見を聴く会を開催させていただき

たいと思います。委員長、よろしくお願いいたします。 

（近藤委員長） 第１９回の長計についてご意見を聴く会を開催させていただきます。 

 本日、ご意見を開陳いただける方は、フランス電力株式会社ＥＤＦの会長付顧問であられ

ますベルナール・タンチュリエさんでございます。 

 タンチュリエさんのご経歴につきましては、１９９４年までフランス原子力庁ＣＥＡにお

られたのですが、その後９４年からＥＤＦに移られまして、様々なお仕事をされ、現在は原

子力問題担当の会長付顧問をされておられます。同時に首相付の原子力委員会の委員、その

他の公職もされておられます。 

 今日は、フランスにおける原子力の展望と申しましょうか、それから、単に展望というよ

りはむしろ今後のチャレンジということで、どういうことに挑戦しようとしているか、とい

うことについてお話をいただけると伺っております。 

 お隣には、ミッシェル・ドゥベスさんがいらっしゃいますが、私にとっては非常に長い期

間の友人でありまして、主として一緒に安全の分野で仕事をしてきたのですけれども、現在

はＥＤＦの燃料部長をされているということで、久しぶりにお目にかかれまして大変うれし

く存じます。何か補足的な発言があるかに伺っていますけれども、適切にやっていただける

と思います。 

 それから、在日フランス大使館のオシェムさんです。 

 こちら側はいつもの５人の原子力委員のメンバーに加えて、今日は長期計画の策定会議の

委員としてご参加いただいております中西委員、それから、少しおくれているようでありま

すけれども、井川委員がご参加いただけると伺っております。 

 それでは、多分お手元に配っております資料に基づいてお話があるのかと思いますけれど

も、早速お話をいただければと思います。よろしくお願いします。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） 今回、こうして講演の機会をいただきましたことを感謝

申し上げます。また、今回、策定会議の一部の会合に参加できますことを非常にうれしく思

い、また非常に光栄に存じます。 

 私は度々来日しておりますが、今回の来日が１４度目になります。今まで、いろいろな面

談を行ってまいりましたが、フランスのエネルギー政策、原子力政策についてご紹介する機

会がございませんでしたので、こうした機会に発言できますことを非常にうれしく、また光

栄に存じます。 

 今回は、原子力の今後の展望を中心にお話しをすることになっておりますが、その課題を

よく理解するためには、まず現在のエネルギー情勢の総合的な理解の中で原子力をとらえる



－3－ 

べきだと考えます。 

 現在、国際的な環境の中で、エネルギー政策というのは一国の問題だけではなく、国際問

題としてとらえる必要性が出てきております。 

 ２つだけ例を挙げさせていただきますと、地球温暖化など環境問題があるということで、

国際的な協調性が必要ということが１点あります。また今後、化石燃料枯渇の時期が来ると

いうことで、その埋蔵量の確認などの必要性を感じておりますし、また、そうした化石燃料

が非常に政策的にもセンシティブな地域にあるということもその要因の一つです。 

 こうしたエネルギー問題の国際化、グローバリゼーションの中で、各国それぞれの状況に

合わせたエネルギー政策を見いだしていくわけですが、電力の供給といいますのは、やはり

その国のＧＤＰに一番大きな影響を与えるということで、エネルギー政策は国に多大な影響

を与えるものとなっております。各国そうした意味で電力供給のためにエネルギー政策を掲

げているわけですが、相当な投資額となっておりまして、各国何十億ドルという大規模な投

資を必要としております。 

 こうした形で電力の需要が伸びる中、新たなエネルギー政策の課題を抱えています。特に

その大きな課題の一つとしてここ最近言われておりますのが、電力市場の自由化問題です。

既に自由化は各国で実施されており、８年から１０年の実績がそれぞれ蓄積されつつありま

す。最初の経験から言えることは、当初、予測していたものとは違う状況が生じているとい

うことです。 

 その例としまして、市場を自由化しますと、まず電力の価格、電気料金が下がるというふ

うに私どもは予測しておりました。しかし、逆にどちらかというと高騰しているというのが

現在のヨーロッパの状況です。また、それ以外に３つ、現在、ヨーロッパで確認されている

自由化の影響についてお話申し上げます。 

 まず、私どもが確認した事象としまして、二、三年前までＭＷｈ当たり、これは大口顧客

向けの電力料金ですが、約２４ユーロ、平均的に２４ドルだったものが、現在、ＭＷｈ当た

り３０ユーロ、約３０ドルに高騰しております。 

 また、電力価格は自由化の後、ある程度一定の水準を保ち安定するものと思っておりまし

たが、逆に非常に短期間で大きな変動を起こすという現象も確認いたしました。最悪なケー

スは、数時間で電力価格が１００倍になるというようなことも確認されております。 

 また、もう１点確認されたことが、電力事業が自由化されたことにより停電が発生した。

一番有名なのは、もちろんカリフォルニアの大規模停電ですが、同時にヨーロッパでもイタ

リアなどで停電が発生し、また、アメリカではその後シカゴなどでも停電の事故が発生して

おります。 

 こうした状況の中、各国は、国際的に、また国内的に新たなエネルギー政策の確立という
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ことを目指しているわけですが、フランスにおきましても今後のエネルギー政策をどうする

かということで、今から１年から１年半前に全国レベルのエネルギーディベートというもの

を開催いたしました。そうしたエネルギーディベートの中で、今後のエネルギー政策におい

て原子力をどういった位置づけにするのか、原子力の役割をその中で確認するためにディベ

ートが開催されました。 

 このエネルギーディベートにおきましては、全てのエネルギー資源の比較検討がされまし

て、もちろんそれと並行して省エネルギーですとか、またエネルギーの有効利用などにつき

ましても検討され、原子力に関する会合も開かれました。長期展望に立ったエネルギー政策

の中での各資源の位置づけというものが確認されたわけです。 

 フランスは日本同様、燃料資源がございませんので、エネルギーの自給率を高めるという

こと、エネルギーの安全保障というものが国にとりまして一番重要な課題となっております。 

 １９７０年当初、私はまだ若いエンジニアでしたが、その当時、フランス政府は大規模な

エネルギー政策を確立いたしました。当時は海外へのエネルギー資源の依存率が８０％とい

うことで、非常にエネルギー自給率の低い時代でございました。現在、エネルギーの海外依

存率というのは５０％まで改善されておりますが、それでもまだ依存率が高いという状況で

す。 

 その後、様々な課題がまたこのエネルギー政策に影響を与えてきておりますが、特に現在

言われておりますのが地球温暖化、二酸化炭素の問題でして、原子力はそうしたＣＯ２を発

生しないエネルギー資源となっております。 

 現在、フランスにおける総発電量の内、８０％が原子力で賄われております。つい先ごろ

の統計で、ＥＤＦは１年当たり４２７ＴＷｈの総発電を行っており、そのうちの８０％が原

子力、１５％が水力発電となっております。 

 先ごろのエネルギーディベートの結果として得られましたことは、今後もフランスでは継

続をして原子力開発を推進し、既存の設備を利用していくということが確認されております。 

 現在、原子力設備といたしまして、５８基の原子炉が運転されております。皆様のお手元

の資料にも記載しておりますように、この５８基の原子炉は様々なタイプで構成されており

ます。９００メガワット級が３４基、１３００メガワット級が２０基、１５００メガワット

級が４基という構成になっており、９００メガワット３４基のうちの２０基で既にＭＯＸ燃

料が装荷されており、非常に順調な運転が行われております。 

 また、先ごろのエネルギーディベートの重要な結果といたしましては、次世代の原子炉の

準備を始めるということで、取りかえ時期が来たときのために、新たなシリーズの第１号機

としてＥＰＲをフランスの北西地方で建設することが採択されました。 

 また、高速炉開発におきましては、現在、フェニックス炉が稼働しておりますが、最初の
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商業炉に向けたスーパーフェニックスという大型の高速炉が今から四、五年前に閉鎖されて

しまいました。これは技術的な理由ではなく、閉鎖を余儀なくされたわけですが、そうした

意味で高速炉の開発につきましては、現在、若干遅れているという状況です。ただ、今後も

継続的に開発を進め、３０年から４０年後にはその高速炉の必要性が出てくるというふうに

私どもは考えております。 

 まとめといたしまして、今回のエネルギーディベートで私どもが確認できたことは、今後

も継続的に政府の援助を受け、原子力政策を長期展望に立って推進していくということであ

り、原子力は非常に安全で、また持続可能な発展に貢献する資源ということが確認されてお

ります。 

 こちらは、フランス全土に分布しております発電所の位置を示したものです。均質的にフ

ランス全土に広がって発電所は設置されております。ロアール川支流、またローヌ川支流の

河川側の発電所があり、また、より冷却機能を高めるということで海岸線側、北側にも発電

所が設置されております。 

 こちらは、ＥＤＦの発電量が時の流れで推移している状況を表示していますが、ご覧にな

っておわかりいただけるように、一定の比率で発電容量が伸びております。中には部分的に

マイナスになっているところもございますが、これはやはり経済的に不況の時代、ほとんど

ＧＤＰと同じ流れで発電容量が推移しております。現在、４２７ＴＷｈの発電を行っており

まして、この８０％が原子力によるものです。 

 こちらは、その発電炉の稼働率を示したものですが、非常に安定して順調な運転がされて

いるという成果が見られます。ここ過去１５年の稼働率を示したものですが、９１年、９２

年ごろ実績が悪いところがございます。これは蒸気発生器ですとか、また一部の原子炉では、

原子炉の上蓋の取り替えが必要になり、一部稼働率が落ちている年がございます。ただ、そ

れ以降は平均的に８０％で推移しており、現在は約８３％という稼働率を得ております。 

 現在、フランスのこうした原子力発電所は既に償却されておりますので、非常に安価な原

価が得られるということで、自由化の市場の中でも非常に競争力の高い資源となっておりま

す。現在のＥＤＦの目標としましては、サイクル事業をより効率化するということで、さら

に競争力、経済性の高い原子力発電を行っていこうという目標を掲げております。 

 こうしてフランスの場合、トータルで９５％の発電が原子力と水力ということで、二酸化

炭素を発生しない資源によって賄われており、現在、国際的な各国の比較の中でも非常に地

球温暖化対策の貢献度が高い国となっております。特に京都議定書の公約を守るという意味

でも、非常に原子力の役割は大きくなってきております。つまり、地球温暖化問題の中で今

後、炭素税というものが導入されますと、原子力を有効に利用するということでは、非常に

競争力の高い資源となるわけです。 
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 総合的な評価といたしましては、現在、ＥＤＦは自由化の中でも非常に競争力の高いエネ

ルギーを利用した発電を行っており、また環境負荷低減型ということで、非常にクリーンな

エネルギーの発電を可能にしております。また、実際に発電された電力量に比べ、非常に少

量の廃棄物しか発生していないという結果を得ております。 

 つまり先ほど４２０ＴＷｈの発電を行っていると申しましたが、１年間にこれだけの発電

を行い、実際に高レベル廃棄物としてフランスが現在処理しておりますのが年間１３０ｍ３

のみです。そして、クローズドサイクル、つまり再処理を行うことで、それだけ廃棄物の減

容が可能となっております。ガラス固化技術で非常に減容ができるということは、最終処分

で深地層処分を必要としたときに、非常に限られた面積で、１サイトの処分所をつくるのみ

で管理ができるという利便性も生れます。 

 こうした意味で、フランスは今後も原子力政策を継続し、原子力は国のエネルギー政策の

中で大きな役割を担っております。ＥＤＦといたしましては、今後も既存設備の出来るだけ

長寿命化を図るということで、原子力発電を続けていきたいと思っております。 

 ただ、そのためには安全当局からも厳しい規制を受けておりますが、まず一番重要であり

ます安全を第一に鑑み、その上でできるだけ発電所の長寿命化を図っていきたいと思ってお

ります。 

 また、長寿命化ということでは、既存の原子炉を４０年もしくはそれ以上５０年というよ

うな形で今後も継続して発電を続けたいと思っておりますが、原子炉につきましてはそうし

た長寿命化で効率化を図り、今後は燃料サイクルの効率化を図っていこうと考えております。

そうすることで、自由化市場の中で競争力のあるエネルギーが供給できるということになり

ます。 

 こうした長期展望に立った原子力開発には、幾つかの条件が必要となります。 

 まずは一番重要、且つ基本的なことですが、大変レベルの高い安全管理を実施する必要が

ある。それには幾つかの対策が講じられるべきですが、まずは安全文化というものを浸透さ

せることが必要です。また、安全管理上、全ての原子炉におきまして、１０年安全点検とい

うものが実施されております。つまり、長寿命化を図るに当たりましては、まず１０年点検

ごとに安全審査を受けまして、安全当局の許可が出て初めてその先の１０年間の運転が可能

になるという制度です。ただ、自由化された市場の中で競争力を保持することも重要です。 

 そうは言いましても、なかなか自由化された市場の中で原子力が生き残るのは難しいので

はないかと一部では言われており、多くのものが原子力は自由化の中で放棄されてしまう資

源ではないかとも予見しておりましたが、フランスではそうした結果は出ておりません。 

 また、サイクル事業における効率化といたしましては、短期的にはプルトニウムをＭＯＸ

燃料として、現在の世代の炉の中でリサイクルを図り、また長期的には使用済ＭＯＸを高速
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炉が導入されるときにリサイクルするということで再利用を考えております。 

 そういう意味で、現在、フランスが目標としておりますのは、非常に均一且つ整合性のあ

る原子力政策を実施するということです。 

 これはなかなか理解が難しいＯＨＰなのですが、先ほど申し上げました均質性があり、整

合性のある政策を実施するにはかなり長時間かけての準備が必要になります。それをこちら

に示してありますが、図の右の上には、やはり経済性、市場自由化の中でのそうした問題に

ついてのコメントが書かれております。また、環境問題も考慮する必要があり、二酸化炭素

等を発生しない資源を開発する必要がある。廃棄物管理は、できるだけ長期間にわたり安定

した形での管理が必要である。それ以外にも次世代の準備をするということで、プルトニウ

ムリサイクルの中で使用済ＭＯＸを備蓄するというようなことで、次世代に必要性が出たと

きのエネルギー資源としての備蓄という考え方、そうしたものをまとめたＯＨＰになってお

ります。 

 そういう意味で、現在は原子燃料サイクルの効率化が今後の原子力政策の経済性を高めて

いくという考え方を示しております。 

 今、それほどエネルギー供給はタイトという状況ではございませんが、この燃料サイクル

がやはり今後一番重要な課題になると思います。といいますのも、現在のところはそれほど

天然ウランの供給に問題はないようですが、長期的展望に立って考えた場合、石油、ガスが

枯渇するだろうと言われる時期に、同時にウランの供給が難しくなるだろうという予測が立

てられております。時期的には、多分今から６０年から７０年先のこととは思いますが、そ

うしたエネルギー供給が難しくなった時代を準備するという意味でも、サイクル事業が今後、

原子力の発展の中で大きな鍵を握ることになります。 

 そういう意味で、このＯＨＰは、既存の設備、現在の原子力運転に必要な課題を掲げ、ま

た同時に長期的展望に立ったときの原子力政策についての必要性についてまとめたものです。 

 フランスは３０年前から現在の再処理オプションを選択しており、いわゆるリサイクル政

策を推進してまいりました。ただ、３０年前、こうした政策を立てましたときは、もっと世

界の電力需要が急速に伸びると予測され、そういう意味でもウランの枯渇時期がもっと早い

だろうと予測されておりました。 

 そういう意味で、当時、クローズドサイクルの政策を選択した政府が目標としておりまし

たのは、プルトニウムをリサイクルし、それを高速炉で燃やすということが主題として掲げ

られておりました。こうした目標のもと、フェニックス炉が建設され、スーパーフェニック

ス、または次の炉の建設が予定されておりました。 

 ところが、その後、私どもが予測した以上に世界の中で原子力開発は進まず、それにはい

ろいろな理由があったわけですが、幾つかの原子力の事故がありました。チェルノブイリの
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ような事故があったこともその要因ですし、また、エネルギークライシスが起きたというよ

うなこともその要因の一つかと思います。 

 そういう意味で、予測していたスピードに比べ、プルトニウムリサイクルを行い高速炉開

発を推進する早急性といいますか、それほど急いでの必要性というものがなくなってしまっ

たわけです。 

 ただ、その後、再処理をすることにより他の利点もあるということで、プルトニウムリサ

イクルの考え方として、軽水炉の中でリサイクルができるということに気がつきました。Ｍ

ＯＸ燃料としてプルトニウムのリサイクルを実施し、約２０年の実績がございます。現在、

フランスの総発電量の１０％がこのリサイクルによるＭＯＸ燃料で賄われております。 

 また同時に、こうしたリサイクル、再処理により得られるメリットといたしまして、廃棄

物が非常に安全でクリーンに処理できるということが確認されました。 

 こうした経験の中で、フランスはガラスで高レベル廃棄物を完全に遮へいするということ

を３０年前から経験しております。最初のガラス固化体がつくられましたのは、今から３０

年前、マルクールの再処理工場でしたけれども、非常に安定した形で管理ができるというこ

とで、環境負荷の観点からも、非常に有効な手段であると思っております。 

 そういう意味で、こうした時の流れの中で様々な経験をするうちに、最初の目標として掲

げた高速炉による再処理のメリットだけではなく、第二の目的でありました、廃棄物を非常

に安定した形で完璧な遮へいができるというメリットが出てきました。第二の目標は第一と

同等、またはそれ以上に重要であるという認識が今はされております。つまり、再処理をす

ることによりまして、次世代にとり、コンディショニングが悪いといった心配を生むような

廃棄物を生産しないで済む。非常に安定した形での廃棄物管理ができるといえます。 

 こちらは、フランスのサイクル政策の中心的な数字を拾ったものですが、一般ＵＯ２燃料

を年間１０５０ＨＭｔ照射し、これで４２０ＴＷｈの発電を行っているというものです。こ

のＵＯ２燃料照射後の使用済燃料から年間に約１０トンのプルトニウムを抽出し、そこから

年間約１００トンのＭＯＸ燃料を成型加工しております。 

 つまり、こうしたリサイクルを行うことによりまして、原子力発電のうちの１０％が賄わ

れるということですので、非常に燃料の有効利用がされているということになります。 

 現在こうしたリサイクル、クローズドサイクルのために、ＥＤＦはラ・アーグ再処理工場

で、年間８５０トンの使用済燃料を再処理しております。ただ、実際こちらにも示しており

ますように、使用済燃料の総発生量に比べて、再処理容量の方が低い。つまり、現在原子炉

の中で照射された燃料は、年間に平均１０５０トンの使用済燃料として取り出されておりま

すので、毎年いくらかの量の使用済燃料が中間貯蔵されているということです。 

 ただ、こうした中間貯蔵されております待機使用済燃料も、時期が来ますと再処理される
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ことになります。現在、アレバ社と協議を進めており、年間の再処理容量を増強する交渉を

行っております。 

 こうした再処理を行うことによりまして、廃棄物の管理、特に核分裂生成物ですとかマイ

ナーアクチナイド、本当に毒性が高い高レベル廃棄物が非常に減容できると先ほども申しま

したが、年間に発生するガラス固化体が１３０ｍ３ということで、少なくとも発電容量に比

べますと廃棄物の発生比率が少ないということが言えます。多分、今おります此方の会議室

の半分ぐらいの容量だと思います。少なくとも将来的に最終処分、深地層処分をする場合、

できるだけ容量が少ない方が管理をしやすいというメリットがあります。 

 こうした経験の中で、各物質の有効利用というものがフランスでは実施されてまいりまし

た。例えば、このグラフを見てご理解いただけると思いますが、１９９０年当初、９３年か

ら９５年ぐらいまでは、１ＭＷの発電をするのに３．５から４ぐらいの核物質、燃料が必要

であったということを示しております。同じＭＷの発電をするのに、もしこれが石炭でした

ら何トン必要でしょうか。非常に緩やかな減少ではありますけれども、２００３年には約３

ｇ弱、２．８ｇしか必要ではないという実績が上がっております。 

 そういう意味で、このままうまく進めば、２０２０年ごろには２グラムの燃料で同じ容量

の発電ができるということになります。今後も継続して進歩を探る必要はありますが、かな

りバーンナップを上げることで改善が図られております。 

 また、次のページには、クローズドサイクルを選ぶことによる主要な５つのメリットとい

うものが記載されております。最初の２つにつきましては、もうご説明致しましたので飛ば

させていただきます。 

 もう１点、これには記載していない点についてお話しさせていただきます。多分そちらの

方が重要かと思います。それは、使用済燃料の保管容量を減容できるということです。 

 まず、１つのＭＯＸ燃料集合体を成型加工するためには、ＵＯ２燃料の使用済燃料が７体

必要になります。つまり７体の一般燃料集合体をリサイクルすることによりまして、１体の

ＭＯＸ燃料集合体になる。それが照射された後、冷却プールで保管される時、使用済燃料の

保管容量を非常に減容できるということです。つまり、できるだけプルトニウムを圧縮した

形、つまり使用済ＭＯＸ燃料にして中間貯蔵をしていくということです。そうすることで、

年間約１００トンのＭＯＸ燃料を成型加工しているわけですから、２０年たちましても使用

済ＭＯＸ燃料が２０００体しかできない。つまり、中間貯蔵するに当たっても、それだけ冷

却プールの保管容量が減容できるということになります。 

 このＭＯＸ燃料につきましては、現在ＥＤＦには再度軽水炉でリサイクルする予定はござ

いません。アイソトープの組成上、軽水炉にあまりそぐわないということがありまして、今

のところはモノサイクルという形で管理しております。そういう意味で、現在のところ使用
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済ＭＯＸ燃料は、プルトニウムを凝縮した形で中間貯蔵され、Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ－Ⅳ・

第四世代原子炉などで高速炉、次世代の原子炉が開発されたときに有効利用できる資源の備

蓄ということで中間貯蔵を行っております。 

 戦略的にはこの考えは非常に重要なものでして、実際そうした新たな炉の導入、２０４０

年から２０５０年と言われておりますが、そのときには非常にエネルギー資源の供給が難し

くなる時期でもあり、新たな高速炉を運開するとなりますと、相当量のプルトニウムが必要

になります。 

 例えば、現在フランスの既存の設備の設備容量は、６０ＧＷですが、これを２０４０年ご

ろに取りかえる時期が来た場合、必要分を例えば３０ＧＷ入れかえ、さらに増設が必要とな

った場合、約４００トンのプルトニウムが必要になります。つまり、現在、使用済ＭＯＸと

して保管されているこの４００トンが、必要になった時期に備蓄された有効資源として再処

理され、高速炉用に使われることになります。 

 また、こうした使用済ＭＯＸ燃料の形でプルトニウムを備蓄するということは、核不拡散

上も非常に有効であると思います。また、新たに大規模な投資をして再処理工場を建設する

必要もなく、こうして備蓄された使用済ＭＯＸ燃料から新たにプルトニウムを抽出する場合、

プルトニウムはかなり凝縮された形で保管されておりますので、数千トンオーダーを再処理

するのみで十分その必要分にこたえられるということです。ところが、これが一般のＵＯ２

燃料であると、その１０倍以上の資源が必要ということになります。 

 次に簡単ではございますが、現在のＥＤＦでのＭＯＸの利用状況についてご説明いたしま

す。こちらのＯＨＰに書いてありますように、最初にＭＯＸ燃料を装荷しましたのが１９８

７年です。現在２０基で装荷されており順調に稼働しておりますが、その装荷炉の名前につ

きましては、こちらを参照いただければと思います。現在、ＥＤＦは、この２０基プラス４

基、新たに装荷可能な手続を始めており、フランス政府当局に対し、追加４基についてＭＯ

Ｘが装荷できるよう依頼を出しております。 

 燃料としては、全く問題なく一般燃料と変わらず操業ができております。ただ炉心管理上

は、同じ炉の中にＭＯＸが３０％、ＵＯ２一般燃料が７０％ということですので、若干の違

いが出てまいります。いわゆる均衡性のない炉の構成となります。こちらにまとめをつくっ

てございますが、特にＭＯＸを装荷することで何の問題も起きておりません。炉心管理が若

干変わっていることだけで、安全管理上も問題はございません。 

 今後、ＥＤＦのＭＯＸ利用の目的といたしましては、できるだけ均質的な炉心管理を実施

したいということで、バーンナップを上げ、ＵＯ２一般燃料とＭＯＸが同等の管理ができる

ようにということで、フランス語で「パリテモックス」、ＭＯＸバランスと呼んでおります

が、同質な炉心管理を目指しております。 
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 この図を使いまして、余り長くなってもいけませんので、原子燃料サイクルのまとめを行

いたいと思います。 

 こちら、９００ＭＷ級のＰＷＲの一般燃料集合体７体を取り出してみました。この７体の

集合体で約１ＴＷｈの発電が可能になります。これは、人口約５０万都市が必要としている

電力の量に相当します。フランスですと、５０万都市と言いますと、ボルドーというフラン

スではかなり大きな町なのですが、日本では多分小さな町という扱いになるかもしれません。 

 この７体の集合体を燃やすことによりまして、１４０キロの放射性廃棄物が生まれます。

それが２体のガラス固化体のキャニスターにおさめられます。それぞれのコンテナは２００

リッター容量のコンテナです。また、より低レベルの放射性廃棄物が約１トン発生いたしま

す。この廃棄物につきましては、コンディショニングがされた後に表層貯蔵をされます。 

 このＯＨＰは、ある意味、現在、ＥＤＦで実施されております原子燃料サイクルの考え方

及び、その経済性等につきまとめたものです。 

 こうした現状のご説明をした後、今後の展望についてのご説明をいたします。原子力開発

と言いますと、必ず長期展望に立った考え方が必要だからです。 

 今回も度々お話しさせていただきましたが、やはり、何時その天然ウランの価格高騰が起

こるのか、また、それにより原子力の持続的開発を行うためにはプルトニウムのリサイクル

が必要であるという考え方です。 

 フランスも日本同様、第四世代原子炉の開発、Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ－Ⅳというプロジェ

クトに参加しております。この第四世代、ジェネ４プロジェクトの中では６つのオプション、

炉型が選ばれておりますが、そのうちの４つが高速炉タイプです。 

 フランスは、この炉型の中で２つのタイプに興味を示しております。その一つの炉型は高

温ガス炉ですが、同時にナトリウム冷却高速炉に興味を持っております。なぜフランスは、

日本の「もんじゅ」ができるだけ早く稼働することを希望しているかと言いますと、やはり

「フェニックス」停止後の希望の灯火を、この「もんじゅ」に託しているからです。こうし

た２０４０年を念頭に置きました長期展望の中で、整合性の高い原子力政策を私どもは実施

していきたいと希望しております。そういう意味で、私どもはクローズドサイクルを選び、

使用済ＭＯＸを備蓄し、２０４０年にプルトニウムの必要性が出てきたときの有効な資源の

備蓄として保管するわけです。 

 今後の展望につきまして、２つのグラフを使ってご説明致しますが、これにつきましては

ドゥベス本部長代理の方から説明してもらおうと思います。 

 最初のグラフは、今後ＥＤＦの既存の設備のリプレイスの時期がどうなるのか、またその

後の展望について示したものです。 

 直前になりまして、この２つを急に追加しようと思いました。多分、皆様の資料の中には
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入っていないと思います。申し訳ございません。後ほど送らせていただきます。 

 その２枚目のグラフと言いますのは、それ以降の長期展望に立った、フランスの原子力開

発の展望というグラフになっております。 

（ミッシェル・ドゥベス氏） これは、横軸に時の流れ、縦軸にその設備容量が記載されて

おります。 

 １９８０年代から９０年代にかけまして、フランスは非常に短期間に６３ＧＷという大容

量の建設を行いました。そういう意味で、平均的に計算しますと２０年間に６０ＧＷを設置

したということですから、年間に約３ＧＷずつ増設していったということになります。でき

るだけ既存設備の長寿命化を希望しておりますが、最初に建設された、例えば１９８０年に

設置された炉につきましては、２０２０年もしくはそれ以降まで継続的に運転していきたい

と考えております。 

 こうして段階的に設備の入れかえが必要になってくるわけですが、その準備をするために、

つい先ごろフランスではＥＰＲという次世代の炉の最初の建設を決めております。そういう

意味で、このＥＰＲを次のリプレイスのときの主流の炉として、２０２０年ごろから導入す

ることになっておりますが、それまでに産業的にも、また財政的にも準備が必要になります。

そうした意味で、当初の原子力開発ほど短期間ではなく、もう少し緩やかなカーブでの増設

計画を立てております。つまり、年間に約２ＧＷずつの増設ということで、このブルーの破

線になっているところが、既存の設備が段階的にリプレイスされるというラインになります。 

 それと並行いたしまして、既存の設備、長寿命化で４０年から５０年まで継続的に寿命が

伸ばされた場合ということで、４０年平均ライフタイムというのが書かれてあります。もち

ろん、これは全て仮説に基づいたシナリオです。そういう意味では実際２０２０年にリプレ

イスが始まるという確定的なものではなく、それが前後流動的に動くということはあり得ま

す。２０２０年以降ということもあるわけです。もちろん、取りかえペースにつきましても、

このカーブの傾斜というのは変わってくる可能性があります。 

 そういう意味でかなり柔軟性を高め、こうした既存の設備のリプレイスと並行してＦＢＲ

を２０４０年ごろに導入するという考えをとっております。このシナリオでは２０４０年ご

ろから第四世代原子炉ということで、私どもは現在ナトリウム冷却炉の高速炉を考えており

ます。２０４０年ごろには、今よりも多分一次エネルギーの需要量が２倍以上に伸びている

と思いますし、世界的なエネルギー需要というものが変わってくると思います。ただ、原子

力の位置づけ、必要性というのは現在の地球温暖化の問題等もありますので、その時期には

かなり高まっているものと思われます。 

 ＥＰＲという第三世代の原子炉を導入して２０４０～５０年ごろまで稼働し、そのころに

今度はＧｅｎｅｒａｔｉｏｎ－Ⅳ、第四世代原子炉の商業化の段階に入るというシナリオで
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す。では、こうした導入計画が核燃料サイクルとの間でどのような整合性を持つのかという

ことを、こちらのグラフに示しております。 

 これは既存の設備が赤の実線、それが破線になって、どのようにＧｅｎｅｒａｔｉｏｎ－

Ⅳ、第四世代に推移していくかというものを示しております。重要なことは、発電所の運転

と燃料サイクルの間に整合性を持たせるということです。既存の再処理工場は、ナトリウム

冷却高速炉の使用済燃料の再処理も行うことができます。既存の再処理工場も２０４０年ま

で稼働することが可能です。そういう意味で、ちょうどＧｅｎｅｒａｔｉｏｎ－Ⅳの導入時

期、２０４０年ごろにサイクル事業のそうした施設の入れかえ時期も来るということで、非

常に整合性がある計画が立てられるということになります。 

 こちら一番上の実線が高レベル廃棄物の中間貯蔵です。年間約１３０ｍ３ずつ発生する高

レベル廃棄物を、ガラス固化体として安定した形で、中間貯蔵するという実線になっており

ます。一番上の赤い破線は途中から始まっておりますが、１９９１年の廃棄物法によりまし

て、現在幾つかの必要な研究が進められており、その研究の成果を受けて新たな最終処分地

が決定されるわけですが、その高レベル廃棄物の最終処分地が決定するまで、中間貯蔵をし

ていくというのがその下の実線になります。一番下の赤の実線が使用済ＭＯＸを冷却プール

で中間貯蔵する。それが約２０４０年ごろまでで、そこにちょうどと言いますか、新たなナ

トリウム冷却高速炉、Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ－Ⅳなどのプロジェクトで、プルトニウムが必

要な新たな高速炉の導入が必要になったときに、使用済ＭＯＸからプルトニウムを抽出し、

そこで資源として再利用していくということを示してあります。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） 申し訳ありません。余り理解しやすい、わかりやすい図

にはなっておりませんでしたが、後ほど皆様にコピーをお渡ししたいと思います。 

 ただ、ここで理解していただきたいのは、私どもは非常に長期的展望に立った計画を立て

ているということでありまして、これは先ごろのエネルギーディベートの中でも原子力の位

置づけとして、非常に長期開発が可能、長期持続的な開発ができるものとしての確約、説明

が得られました。 

 今後、数十年にかけて世界はいろいろ難しい、困難な時期を迎えると思います。まず地球

温暖化ガスの問題もありますし、また気候変動などの問題を今抱えているからです。また、

エネルギー資源の供給が非常に難しい、エネルギーの安全保障がなかなか得られない時代、

これは国内的にも国際的にも起こることだと思います。そういう意味で、私ども、全ての問

題解決にはなりませんが、部分的な対策となるエネルギーとして原子力を利用しない道はな

いと考えるわけです。 

 今回の講演のまとめといたしまして、フランスの有名な文豪ボシュエの言ったことばを引

用して終わりたいと思います。私はこの引用が非常に大好きでして、なぜかと言いますと、
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現在私どもが抱えているエネルギー問題を非常に明確にとらえた文章だと思うからです。 

 「困った、困ったと神に祈っても、同じ間違いを続けている限り、お天道様は笑っている

ばかり」というような言い回しになるのですが、自分で決定し、事を起こさない限り何も変

わらないと。天に祈っていても何の解決にもならないという言い回しです。 

 ありがとうございました。 

（近藤委員長） どうもありがとうございました。 

 それでは、委員の先生方、ご自由にご質問ご意見をいただければと思いますが、最初に私

から一つだけ伺わせていただければ、お話の長期的な展望というのは、今ＥＤＦの立場でお

話しされていたと理解をしていたのですが、ヨーロッパにおける電力市場の自由化、これは

フランスにも近々に適用されると理解しておりますけれども、フランスを含むヨーロッパに

おいて電力市場が自由化された後にも、この戦略的なアプローチを維持できるというふうに

お考えでしょうか。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） これにつきましては、先ごろのエネルギーディベートで

も確認されたことですが、確かに電力市場、今ヨーロッパでは既に自由化が始まっておりま

して、その中でどのように大口顧客に関する電力価格が高騰したかのグラフをお見せいたし

ます。これは、先ほど講演の冒頭でもお話しいたしましたけれども、２年の間に、１ＭＷｈ

当たりの料金が２４ユーロだったものが、現在３４ユーロにまで高騰しております。 

 フランスの産業省の中にありますエネルギー資源総局 DGEMP が、ある経済的な指標の計算

を行いまして、ＥＰＲを運転することによって得られる電気料金は３０ユーロとなっており

ます。つまり、現在の市場価格、１ＭＷｈ当たり３４ユーロだとしますと、フランスの３０

ユーロというのは十分競争力のある料金となります。この料金は、ガスによる電力価格また

は石炭火力に比べても、十分経済性が高いものになっています。 

 現在、ＥＤＦの既存設備の平均設備年齢が、約２０年弱ということですので、半分以上が

もう償却されており、今後ますますその経済性は高まっていくことになります。現在その発

電量の一部を既にヨーロッパ市場に輸出しております。その輸出総量は、現在約８０ＴＷｈ、

総発電量の１５％に相当します。 

 こうした状況を見ましても、今後欧州の自由化市場の中でも、原子力は経済性の高いもの

として存続できると思っております。 

（齋藤委員） どうも、今日は貴重なお話ありがとうございました。 

 まさに私も、お伺いしたかった点の一つは今の点でありまして、今おっしゃったように１

９７０年代から急速に、２０年間の間に原子力発電を導入されて、現在、償却期間が終わっ

て非常に安いコストで原子力発電を行うことができるというのは、多分アメリカでも日本で

も同じだと思うのですね。問題は、今後、現存の原子力プラントが寿命を迎えたときに原子
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力発電は初期投資が相当かかる等の理由から、次期プラントとして再び本当に選ばれるかど

うかと、そこがポイントだろうと私は思っているのです。 

 そういう意味合いで、先ほど一番初めにございました今は５８基で６３ＧＷですけれども、

今後ともこのレベルは保っていく、あるいはエネルギー需要が伸びれば、さらに原子力発電

の量を増やされても自由化の中でやっていけるという見通しをお持ちでしょうか。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） 確かに、リプレイスの時期が来たときに、フランスはど

れだけの取りかえを考えているかといいますと、２０２０年から２０４０年にかけて、約６

０ＧＷのリプレイスを考えております。多分ご質問の趣旨としては、フランスが今後も総発

電量の中で、同等の原子力比率を保っていくかどうかというご質問だろうと思います。現在

の市場価格が、大口に関しまして３４ユーロということですから、経済的に余裕があるとい

うことで、リプレイスのときには十分それに見合うだけの設備投資ができる余剰力があると

思います。そういう意味で短期的な展望に立った設備投資の価格の問題ではなくて、やはり

長期的に原子力比率をどうしていくのかという問題が重要だろうと思います。 

 現在、私どもは総発電量の中で、原子力の比率は若干落としてもいいのではないかと思っ

ております。その理由としましては、既存の設備に、より柔軟性を持たせた運転ができるだ

ろうと考えます。現在の予測では、実際の原子力比率は６０から７０％まで落としてもいい

のではないかと思います。ただ、原子力を原子力でリプレイスするのか、それともガス、石

炭火力などに導入を切りかえていくのかにつきましては、実際リプレイスが必要となる２０

２０年ごろの経済状況などにより変わってくると思います。 

 ご存じのように、フランスは現在ロードフォローによる追従運転を行っておりますが、で

きるだけ、いわゆる基本電源として１００％出力で運転することで経済性が高くなるという

こともあります。そういう意味では、今後そうしたことを念頭に置いて、長期的にベースロ

ードとしてやった方がいいということも考慮しなければいけないかもしれません。 

 もう一つのご質問の、今後リプレイスのときの財政収支をどうするのかと、これも重要な

問題だと思います。実際フランスでは原子力発電所を建設するに当たりまして、約５年から

６年の時間が必要となっております。そういう意味で、投資家に建設費の融資を頼みますと、

６年後にしか実際運開しないというと、なかなかいい顔はしてくれません。 

 そういう意味で、国際的にも各国そうした検討が今後必要なのだと思いますが、約１カ月

半前に私はワシントンに参りまして、そのときＤＯＥの関係者とも話し合いをいたしました。

現在のブッシュ政権は今後リプレイスが必要になったときのこうした財政負担のことを鑑み、

それなりの財政援助もしくは税制援助などを行うことにより、その準備を進めるための検討

を始めております。 

 ただ、これは長期展望に立ったエネルギー政策を担保するための考察ですので、国が責任
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を負うべき問題ではないかと思います。つまり、国はそうした投資が容易になるような規則

づくり、また環境づくりをするべきだと思います。そういう意味で、いろいろな検討が現在

なされているわけですが、石油、油田開発などを見ましても大変な投資が必要で、やはり６、

７年かかって初めて油田開発に成功するというような実績の中で、継続的に投資が行われて

きたわけですから、それなりの解決策はあるものと信じます。 

（近藤委員長） 町委員。 

（町委員） 大変興味ある話をありがとうございました。 

 ２つお伺いしたいことがあります。最初が、高速炉の開発の戦略ですが、今のお話ですと

Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ－Ⅳプログラムが大変大きな役割を果たしていって２０４０年、ある

いは２０５０年導入という話ですが、Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ－Ⅳプログラムというのは、マ

ルチラテラル（多国間）の協力ですが、そういう多国間の協力というのは、一カ国でやるよ

りは、投資効率がいいという点はあるかもしれないけれども、プロジェクト推進のスピード

などの点でいろいろ難しい点もあるのではないかと思いますが、その辺の、つまり高速炉開

発の戦略について、もう少しお話をいただきたい。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） 皆様もご存じのように、フランスは既に高速炉開発にあ

る程度の実績を有しております。長期的展望に立ち、かなり以前からそうした開発を手がけ

てまいりました。今後も、その高速炉開発には興味を持って注目していきますが、やはり事

業者として、私どもは発電目的の原子炉の開発に興味があります。そういう意味で、こうし

たオプションの中で、私どもが一番興味を示し、主要な可能性が高い炉として考えられるの

が、ナトリウム冷却高速炉です。 

 ところが、Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ－Ⅳの中で選択されているもの、もちろんこれもおっし

ゃられたように多国籍で行うものですから、非常に手続も複雑であり、内容決定に時間がか

かるという問題もあります。例えば高温ガス炉、これにつきましては熱化学を中心とした炉

になっておりまして、発電目的のものではないという炉型です。そういう意味で、興味深い

炉だとは思いますが、発電ができないということを鑑みますと、やはり事業者としては、ナ

トリウム冷却炉の今後の開発の方に興味がございます。 

 そういう意味で、このＧｅｎｅｒａｔｉｏｎ－Ⅳに参加しております原子力庁（ＣＥＡ）

の関係者には、確かに高温ガス炉も興味深いものではあるけれども、ぜひナトリウム冷却炉

を忘れないでほしい。どうしても私どもは２０４０年ごろには高速炉が必要になる。それも

発電炉が必要である。発電炉型の高速炉の研究を今後も追従してほしい、ということを伝え

ております。 

 特に、この問題はデリケートな問題になってきつつありますが、私どもとしては、やはり

産業的に確立した安全な炉であり実際に稼働するものが必要で、いわゆるプロトタイプであ
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ったり、またはいわゆるセオリックな炉であっては困ると。実際に送電網に乗せられる技術

を有した炉である必要があるわけです。 

 そういう意味で、２０４０年にそうした技術の確立が必要ということ、実際に稼働できる

炉をつくろうと思いますと、２０２０年ごろには、やはり実際の炉をつくり、必要な実験を

行い、十分なフィードバックを得て２０４０年の商業化に持ち込む必要があります。 

 そういう意味で、長期計画の中で、私どもにとりまして高速炉は非常に重要な位置づけを

持っており、特にナトリウム冷却炉に注目しております。 

（近藤委員長） はい、町委員。 

（町委員） ちょっとすみません、簡単な質問なのですけれども。 

 フランスはヨーロッパ、ＥＵの中でも重要なリーディングカントリーであると思うのです

が、ＥＵの中には、今、原子力発電に関して、かなりネガティブな意見もあるのではないか。

特に、東ヨーロッパ等の原子力発電に対しては、ＥＵの中にはいろいろ批判的な意見もある

のですが、ヨーロッパの中で、フランスが原子力発電に対してオピニオンリーダーとして影

響を与えていくようなことはあり得るのでしょうか。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） おっしゃるとおり、確かにフランスは長い間、この原子

力開発のリーダー的な役割を担ってきましたが、今ヨーロッパの中で考え方はかなり変わり

つつあります。なぜかと言いますと、欧州議会のエネルギー大臣でありますドゥファラシオ

氏が２年ほど前に「ヨーロッパにおけるエネルギーの将来」という報告書を作成いたしまし

た。その中で、このまま行くと、ヨーロッパはいわゆる海外への資源依存率が７０％になる

という報告がされました。つまり、ヨーロッパは１９７０年にフランスが直面したエネルギ

ー問題と同じ状況に戻ってしまうわけです。そういう意味で、非常に明確な結論が導き出さ

れました。原子力は今後、エネルギー政策の中で、より大きな役割を担っていかなければい

けない重要な資源であるということが認識されたのです。 

 ただ、この決定につきまして、一部の国は非常に驚きました。特にドイツのように脱原子

力を決めた国には大変な驚きとして受けとめられました。ただ、ドイツが決定しました脱原

子力というのは、２０年後にそれを実現するということですから、現実的には即何か影響が

あるという決断ではございません。現在の政治家たちは、２０２０年、原子力の入れかえと

して何があり得るのか、代替エネルギーを考えた場合、風力でそれを入れかえるわけにはい

きませんので、そういう意味では彼らなりの検討がかなり必要になってきているということ

です。 

 では、そういう意味で、ドイツは今後も石炭火力を続けていくのか。２０１０年、京都議

定書の公約を守るためにはどうするのであろうか。特に、２０１０年以降、それに変わるも

のとして何があるのか、回答を見出すことが難しいという状況です。 
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 現在、ドイツはヨーロッパの中でも風力開発のリーダーシップをとる一番の先進国になっ

ています。つまり、現在ドイツでは、こうした風力開発を進めたことにより、送電網の安定

管理が難しいという問題に直面しております。例えば風が吹かないということで、１０ＧＷ、

１２ＧＷの風力が止まってしまうと、それを数時間の間に別の電源で置きかえない限り、安

定した送電網管理ができないという問題がございます。そうなった場合、市場から必要分の

電力を購入するという可能性はあるのですが、先ほどグラフで示しましたように、かなり短

時間に電力価格が変動するという状況で、市場の中のそうした電力は非常に高価なものとな

ります。または、既存の火力発電所を早急に立ち上げるということになりますと、また相当

量の二酸化炭素を発生することになります。 

 そういう意味で、ドイツはいろいろな国内的な状況を鑑み、独自の選択をこれから長期的

展望に立って行うわけですが、各国それぞれ原子力に対し、特に脱原子力を決めた国にとり

ましては、今後相当の検討が必要な時期を迎えているようです。 

（近藤委員長） 前田委員。 

（前田委員） タンチュリエさん、どうもありがとうございました。 

 お話を伺っていまして、フランスの現在の原子力発電並びに核燃料サイクルの施設とかシ

ステムとか、あるいはその技術とかというものの能力を非常にきちんと分析をされていて、

それで現在のシステムでもって、今後２０年、３０年は対応できると。それ以降のことにつ

いては柔軟性を持って技術開発をやっていく、取り組んでいくと、こういうお話だったと思

うのですけれども、その点について、私は非常に感銘しました。 

 それから、ＭＯＸ燃料の使用済燃料は、将来のＦＢＲのプルトニウムの供給源とするため

に、当面はずっと貯蔵しておくと。それで、貯蔵しておくことによって、将来ＦＢＲが入っ

てくるときの必要な再処理量を大きく減らすことができるというお話あったのですけれども、

私はこれも非常におもしろい考えだと思って感心しました。 

 質問なのですが、全然別の観点の質問ですけれども、日本でもプルトニウムのリサイクル

とか、あるいは新しい発電所の建設等に努力していますけれども、立地する地元との理解を

得るというのが一番重要なポイントになっています。それで、例えば安全に関して地元の自

治体と電力会社の間で協定を結ぶとかというようなこともやっているのですけれども、フラ

ンスの状況をちょっと教えていただきたい。地元の自治体との関係はどうなのか。地域住民

に対するいろいろな情報提供とか交流とか、そういうようなことはどの程度やっておられる

のか。あるいは地元に対して何らかの財政的な協力とか、そういうこともやっておられるの

か。その辺をお聞きしたいと思います。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） フランスの場合は、ＥＤＦが長い間、独占の唯一の電力

会社でしたので、日本のように複数の電力事業者というのはございませんが、まず新しい原
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子力サイトをつくる場合、または住民にいろいろな情報を伝達する場合、ＥＤＦとしての独

自のシステムを構築いたしました。 

 それにつきましては、地元と、あと中央の双方で緻密な広報活動を行っております。その

ためにフランスでは地道な広報活動、それも継続的な広報活動が必要ということで、各施設

の近くにＣＬＩと略称で呼ばれます、地方情報委員会というものを設置しております。 

 その地方情報委員会のメンバーといいますのは、全ての地元の国会議員または地方議員、

または町議会議員ですとか、あと全ての市町村のトップ及び地元の市民団体、特に環境保護

派なども含まれており、またメディアの代表も含まれております。 

 まず、日常的に行われております施設の操業状況の情報が流されます。例えば原子力発電

所で何らかのトラブルが発生しましたら、即そのトラブルに関する情報もその地方情報委員

会を通じて伝えられます。また、その委員会の中のメンバーから質問があれば、それにつき

まして、全て情報を開示いたしますし、また環境保護派団体などの方からスペシフィックな

質問があれば、それに対してのお答えもしております。 

 私ども、完全な透明性をもって情報公開を行っておりますが、この地方情報委員会はその

中で非常に大きな役割を担っておりまして、情報が迅速に配布できること、また何かトラブ

ルが発生した場合も、特にメディアに対しまして、必要以上に誇大な評価がされないという

ことで、非常に情報開示には有効な役割を担っていると思います。 

 例えばフランスは、現在２０基でＭＯＸ燃料を装荷しておりますが、その装荷に当たりま

して、このＣＬＩ・地方情報委員会を通じまして何度も情報を公開し、ＭＯＸ燃料がどうな

るかの説明も行いましたし、また操業状況につきましても一般燃料と何ら変わりがないとい

うことを何度か説明させていただきました。こうした情報公開を実施し、ＭＯＸ装荷につい

て、フランスでは問題が起きたことは一切ございません。 

 また、新しい原子力サイトが決定される場合、もちろん中央政府により、その地元の住民

に対しての意見調整がされます。それは、全ての市役所なりに、だれでも質問が書き込める

資料本が置いてありまして、同時にその発電所計画についての情報誌も置いてあります。そ

れはだれでも閲覧できますし、そうした意味で、住民、また町役場に行ける方であれば、そ

の資料を見てどういうプロジェクトなのか理解できます。また、それと並行して横に質問を

書き込めるものがありまして、その質問に対して全て返答をする。これは平均的に数カ月か

ら１年かかりますが、こうした世論の意見徴集を中央政府の方でも行っております。 

 例えば、政府は、今回のＥＰＲ第１基の建設に関しまして、昨年の秋に、この意見徴集の

調査を始めました。まず、政府がそれを決定し、それが県知事に委託され、知事の指示のも

と、関係市町村全てにその資料本と質問票が置かれます。これが２００５年の夏まで続きま

すので、やはり数カ月かけて住民の意見を徴集するということになります。相当こうした時
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間をかけ、情報公開を行うことで初めて地元住民の理解が得られるものと信じます。 

（木元委員） 木元でございます。ありがとうございました。 

 今のフランスの実態をいろいろ教えていただいたのですけれども、ぜひ今日はタンチュリ

エさんのご意見を伺いたいと、思っております。 

 今、原子力委員会では、原子力政策の見直しを含めて５年計画、５年間でどうやるかとい

う計画を立てているわけですけれども、今度ＦＢＲについて審議いたします。 

 そこで伺いたいのですが、タンチュリエさんが最初におっしゃったのは、フランスは日本

と同じように、自国の中のエネルギーの自給率を高めなければならないということでした。

日本も資源がありませんし、自国の供給率、自前の比率を高めようと努力をしています。そ

の中に原子力が存在し、核燃料サイクルが存在すると私なりに理解しているのです。 

 ただフランスと大きく違うところは、先ほどおっしゃいましたように、フランスは自国で

発電した電力の１５％をヨーロッパ市場に輸出していらっしゃいます。電力を売ることがで

きるのですね。しかし、日本の場合は島国で、自国の中で完結するという体系にならざるを

得ないので、グリッドを使って売ることもできないし、買うこともできない状況にあります。

そこが違うというところです。 

その日本で、核燃料サイクルをどう考えるかということになるわけなのですけれども、こ

こに、日本の国の人口予測があります。今の計算ですと、２００７年から日本の人口は減っ

ていきます。２０１５年からは、エネルギーに対する需要も減ります。そういう状況の中で

いろいろな考えがありまして、例えば供給側の中にも核燃料サイクルを実施し、しかも高速

増殖炉まで研究開発をして、それで発電をするのは意味があるのか。やがて水素社会が来る、

燃料電池ができる、あるいは補完的でも再生可能エネルギーもある。そういう状況の中でも、

やはり高速増殖炉、ＦＢＲの研究開発を行い、実用にまで持っていく必要があるのかという

声があるのですけれども、こういう声に対して客観的にご覧になって、どういうご意見をお

持ちでいらっしゃるかお聞かせ願いたいのですが。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） 非常に難しいご質問をいただいてしまいました。 

 今のご質問は、日本の人口推移の仮説の上で成り立つご質問です。今、人口が少なくなれ

ば、それだけエネルギー需要も少なくなってくるというご説明がありました。そういう意味

で、今の仮説が合っていれば、そうした結果を得るということです。少なくともフランスの

場合、人口が少なくなっても、近代社会の中では電力の需要は伸びていくだろうと思われま

す。 

 全てのエネルギーについてとは申しませんが、少なくとも電気のような非常にクリーンな

資源であり、非常にフレキシブルな形での利用ができるということで、電力需要は伸びると

言われています。つまり、日本の人口がたとえ低減方向に移ったとし、エネルギーの需要が
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落ちたとしましても、総合的なエネルギー需要の中の電気が占める比率というのは高まるで

あろうと言われております。 

 原子力というのは、発電を行うことしかできませんで、直接輸送分野で利用することはで

きません。そういう意味で、原子力とエネルギー問題の中で、電力と原子力の関係というの

は非常に緻密な関係にあります。フランスでも今後はエネルギー政策の中で、再生可能エネ

ルギーが注目されてはおりますが、大きな欠点としては非常に変動性があり、一定の供給が

難しい。例えば風がとまったといえば、即それに変わる安定した電源が必要になるという欠

点があります。 

 また、水素の時代が３０年から４０年後には来ると言われておりますが、その水素生産の

ためには一次エネルギー資源が必要になるわけです。そういう意味で、この水素生産の中で

も原子力は大きな役割を担えるものだと思います。 

 今、先生がおっしゃられるのはエネルギーが総合的に安定した状況の仮説ですが、フラン

スはそういう仮説は立てておりません。こちらのＯＨＰを見ていただければお解かりになる

ように、フランスの場合は２０５０年になりましても、世界的には需要は伸びていくであろ

うという仮説を立てております。ただ、先生がおっしゃるように横ばい状況、もしくはエネ

ルギー需要が落ち込んだとしましても、その需要分の中の原子力比率というのは高まってい

くと私どもは思います。そうした意味でも、原子力の担う役割は大きいと考えます。 

（木元委員） ＦＢＲまでという、それがあるわけですね。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） ただ、私どもが申し上げたいのは、２０４０年、２０５

０年という時代までに、これはかなりニュアンスを含めて申し上げなければいけないことか

もしれませんが、高速炉の準備をしておかないというのは、余りにも無防備な考えではない

かと思います。 

 答えになっていますでしょうか。 

（木元委員） はい、ありがとうございました。 

（近藤委員長） 予定の時間が過ぎていますが、ちょっとまだ委員の先生が質問をしたいと

おっしゃっています。ちょっと伸ばしていただいていいですか。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） どうぞ。 

（中西委員） 本日は、フランスにおける将来を見通した政策がきちっと示されたのは、非

常に敬意を表するとともに、皆さんの国民の理解もすごくあるということ、非常にうらやま

しいといいますか、ここにも敬意を表したいと思っております。 

 それで、フランスの合意形成ということについてちょっと伺いたいのですけれども、日本

はどちらかといいますと、エネルギーセキュリティのことがすごく言われておりまして、そ

れも一つのポイントだと思いますけれども。あと放射線とか研究炉ですね、発電用ではなく
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て研究炉を使った研究ができるというのは、夢を与えると言いますか、こういうことだから

我慢しなさいということだけでなくて、あめとむちと言いますか、あめというとおかしいで

すけれども、非常に未来があるようなことがたくさんあるのですが、それを随分説明に使っ

ていることがあるのですね。 

 日本は、ヨーロッパよりも科学技術に対する期待感が物すごく大きいので、それはとても

有効だと思うのですけれども、どちらかといいますと研究炉は加速器と比較しまして余り着

目されていないというと語弊があるのですけれども、どちらかというと加速器の方に目が向

いているようなところがあるのですね。ですけれども、原子力発電用の原子炉との類似性か

ら考えますと、研究炉は今、日本でどんどんシャットダウンが起きておりまして、いろいろ

問題を抱えておりまして、だんだん数も少なくなっていっているけれども、非常にたくさん、

新しい研究が行われている。 

 何年前か、フランスの原子炉を見せていただいたときに、感覚だけでものを言ってはいけ

ないのですけれども、非常にリラックスしたというか、いろんな研究を自由に伸び伸びとさ

れているような印象を受けたのですけれども、研究炉というのは、やはり合意形成に対して

も、それから科学技術の基盤だけでなくてエネルギー政策においても、皆さんの合意を得る

ためにとても大切だと思うのですけれども、フランスでは特別にそれに対する色々な施策と

か、施策と言いますか、みんなでこういうことは大切だから、例えば研究炉守ってうんと研

究しましょうとか、そういうことはされているのでしょうか。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） 研究炉を、将来の原子力発電の必要性とリンクさせて説

明したことは全くありません。 

 フランスも研究炉の問題というのはありまして、全てフランス原子力庁が管理、研究して

いるのですが、かなり基礎研究分野のために使われております。一部、商業化のために必要

な主要研究につき、ＥＤＦなど事業者からの委託研究ということで行っているものもありま

す。ただ、全体的には、やはり原則としては基礎研究の分野になりますので、世論に原子力

開発の賛同を得るための材料としては余りインパクトもなく、そうした形で使っているとい

うケースもございません。 

 それでも例外が幾つかありまして、医療関係での、いわゆる放射線利用などがその例外で

あろうと思います。研究炉を使って、医療関係に必要な核種などはつくります。また、一般

世論に画像化技術などを使って、こうした核種がない限り、早期がんの発見もできない、そ

うしたために、がん治療が遅れるということもあり得るのだということは説明したことがあ

ります。そういう意味で、ある意味ではプラスのイメージ、いいイメージではありますが、

同時に病気の話ですから余り楽しい話でもないということで、プラスのイメージであり、同

時にネガティブというイメージかもしれません。 
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 それ以外にも、例えば宇宙開発の中での核種利用、また地質学の中での流用と核種の利用

につきまして、一部世論に対してプラスの前向きなイメージでの情報公開ができると思いま

す。 

 有名な一つの例としては、青いトパーズの例があると思います。ブルートパーズです。女

性はトパーズが大好きで、実際、黄色いトパーズよりもブルーのトパーズの方が好まれると

いう傾向にあります。実際は黄色が天然色なのですが、中性子で照射しますと黄色がブルー

になります。フランスで、研究炉を使って初めてそれが発見されました。 

 アクアマリンよりもずっと安く、似たような石がつくれるということで、多くの方はブル

ーの石を買ってアクアマリンだと信じていますが、実際は照射されたトパーズです。現在そ

れはフランスでは禁止されております。禁止されている理由は、商業的倫理観のためではあ

りません。トパーズの石の中に欠陥がありますと、その中にガンマ線を蓄積し、実際それを

身につける方の皮膚に炎症を起こす可能性があり、現在この技術をブルートパーズ用に使用

することは許されておりません。 

 少しまじめなお話に戻りますと、フランスでは、先ごろ新たな研究炉の建設が決められて

おります。フランスのカダラッシュのサイトにつくられる予定で、この研究炉はジュール・

ホロビッツという名前になっておりますが、フランス及び一部のヨーロッパの研究炉として

利用されることになっており、かなり幅広いスペクトルでの研究が可能な研究炉です。ただ

まだ財政的にどこがどれぐらいお金を出すか決まっておりませんが、２０１０年から２０１

１年ごろに運開する予定です。 

（近藤委員長） では最後に。 

（井川委員） すみません。今日はどうもありがとうございました。 

 それで、最初から伺っていて、ずっと気になっていたのですけれども、先ほど自由化後エ

ネルギーコストが上がったというグラフをお示しになって、電力料金、取引料金か何かが上

がっているというのが出たのですけれども、あれは、すごく短期のデータなのですね。１年

間における毎月のデータなので、この間に石油価格がすごく上がっている、原油価格が上が

っている。その中で原子力が価格的に戦えるようなことをおっしゃっていたのですけれども、

あのグラフで、ヨーロッパの自由化と原子力の関係はなかなか言いにくいところがあって、

もう少しちゃんとした分析が聞きたかったなと思って。 

 つまり、基本的に原子力をフランスが維持していることによって、世界の原油価格の上昇

に対して、これが抑える効果が働いたのかどうかという分析が聞きたかったのですね。とい

うのは、ヨーロッパでは国ごとにまとまって電力会社があるというのは、日本の電力会社が

各地域を牛耳っていて、将来やりとりするみたいな構図に多分似てくるのだろうと思うので

すよね。そういう意味で、先ほどの分析で、この価格の分析というのは自由化で上がるとい
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うことはあり得ないので、自由化というのは価格下げるためにやるので、だから、これがど

のぐらい自由化して原子力があったおかげ下がったのかという分析、もし今日なければ、そ

のうち教えていただければ、日本にとってとても参考になるのではないかと、ちょっとこの

分析は雑だったなというコメントとお願いです。 

 それからもう一つは、私は全く個人的にはフランスの方は、ステレオタイプで申しわけな

いのだけれども、頑固で議論好きという印象があるのですけれども、この間、実は長計の策

定会議という日本の計画会議で、福島県知事が、「フランスはまだ核燃料サイクルについて

議論をしていてこれから決めるのに、日本はこんな短期間で決めたのはけしからん、フラン

スでさえもっと長く時間をかけてやっておる」と言っていて、フランスは議論をしていて、

今後また変わる、僕そうではないと思うのですけれども、幾ら議論好きだって、これだけお

っしゃったのに、これからころころ変わるのかと思うのもちょっと何なのですが、福島県知

事がそうおっしゃったので、まだ議論の余地があって、これから核燃料サイクル施策は変わ

る可能性があるのかどうかということを教えていただきたいと思います。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） 多分、知事のおっしゃったのは、１９９１年の廃棄物法

に基づき、現在３つの大きな研究課題が掲げられ、それが２００６年に国会にかけられる、

多分そのことを誤解されたのではないかと思います。 

 まず、このグラフですが、これはフォワードプライスグラフになっていまして、つまり実

際の価格ではあるのですが、販売は一、二年後のずれを生じて決められている価格設定です。

また、これはフランスの販売電力価格ではなく、ヨーロッパの電力価格です。ですから、完

全に自由化、オープンになった市場の中で、フランスが実際に経験した設定料金です。 

 これにつきまして、原子力はその中で、いわゆる価格の定着化、安定化に役立ったかどう

か、確かにおっしゃるようにもう少し分析する必要があったかもしれませんが、今のところ、

そうした役割を担ったというふうには確認はされておりません。なぜかといいますと、その

ためには、フランスはもっと多くの原子力発電電力を輸出すべきかもしれません。ただ、今

のところ一定比率の発電分量しか輸出しておりません。その理由としましては、ヨーロッパ

におけます多国間の送電網の整備が行き届いていない、送電網の飽和状況がありますので、

一定量以上、今のところは輸出できないという現状があります。 

 確かにおっしゃるとおり、フランス人は議論好きで、もうしょっちゅう議論しております

し、今後も議論を続けると思います。現在、フランスの国鉄は、パリで大変なストを行って

おりまして、これも今大きな議論になっています。 

先ほどご説明しましたように、２００３年にエネルギーディベートというものが全国レベ

ルで行われ、これは１年かかったディベートです。テーマとしましては、様々な全てのエネ

ルギー政策の主要テーマが議論され、もちろんその内容としましては、原子力もありました
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けれども、同時に石油に関する全ての指標が議題に出され、また石炭、ガスそして省エネル

ギーなど、全てのエネルギー政策のベースになるものが議論されました。そうした１年間の

議論を受け、それが中央政府、パリの方で、最終的には新しいエネルギー指針法という法案

になり、法律が批准されたことで終結しております。 

 １年もかけて議論したので、しばらくはエネルギーについての話はないかと思いますが、

おっしゃるとおりフランス人は非常に議論好きですから、四、五年たつと、また原子力政策

だ、エネルギー政策だという議論が始まるかもしれません。 

（近藤委員長） それでは、もう時間が大分過ぎましたので、これで終わりにさせていただ

きたいと思います。 

 本日は、大変コンプリヘンシブな、フランスの電力の原子力を中心とする戦略と、それか

ら考えておられることについてお話をいただき、かついろいろなご質問に丁寧に答えていた

だきまして、大変我々にとって有益であったというふうに思います。 

 本当にどうもありがとうございました。 

 では、今日はこれで終わらせていただいていいですか。 

（後藤企画官） あと議事録をつくりますので、またご確認をさせていただきたいと思いま

す。 

 それから、今日別途、参考資料をいただいておりますので、皆様方は、お帰りのとき一部

ずつお持ち帰りいただければと思います。 

 以上でございます。 

（近藤委員長） それでは、どうもありがとうございました。 

（ベルナール・タンチュリエ氏） 申し訳ございません。事前に配布いただきました資料に

漏れておりました２ページは、後日送らせていただきます。 

 


